
○千葉市斎場管理規則 

平成１６年１０月１３日 

規則第５２号 

改正 平成１７年３月７日規則第９号 

平成１７年３月３１日規則第２７号 

平成１７年３月３１日規則第３１号 

平成２０年１２月２４日規則第７０号 

平成２２年３月３１日規則第４３号 

平成２７年３月２７日規則第１１号 

平成２８年３月３１日規則第２６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、千葉市斎場設置管理条例（平成１６年千葉市条例第３３

号。以下「条例」という。）第１４条の規定に基づき、千葉市斎場（以下「斎

場」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（使用の許可申請） 

第２条 条例第６条第１項の規定により斎場の施設の使用の許可を受けよう

とする者（以下「申請者」という。）は、千葉市斎場施設使用許可申請書（様

式第１号）を条例第４条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）

に提出しなければならない。 

２ 火葬施設の使用の許可を受けようとする者は、前項に規定する申請書に火

葬許可証又は改葬許可証（人体の一部に係る使用の許可を受けようとする者

にあっては、申請者の住民票の写し及び医師の証明書）を添付しなければな

らない。 

（使用の許可） 

第３条 指定管理者は、前条第１項に規定する申請書を受理した場合は、これ

を審査し、斎場の施設の使用を許可したときは千葉市斎場施設使用許可書



（様式第２号）を、許可しないときは千葉市斎場施設使用不許可通知書（様

式第３号）を申請者に交付するものとする。 

（使用料の減免申請） 

第４条 条例第１０条の規定により使用料の減額又は免除を受けようとする

者は、千葉市斎場施設使用料減免申請書（様式第４号）に市長が必要と認め

る書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（公告） 

第５条 市長は、条例第１２条第１項の規定により公募しようとするときは、

あらかじめ、次に掲げる事項を公告するものとする。 

（１）斎場の名称及び所在地 

（２）指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 

（３）指定管理者に斎場の管理を行わせる期間（以下「指定期間」という。） 

（４）条例第１２条第３項の規定による申請（以下「指定申請」という。）

に必要な書類の内容 

（５）指定申請を受け付ける期間（以下「申請期間」という。）及び次条に

規定する申請書の提出先 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（指定申請） 

第６条 指定申請は、申請期間内に千葉市斎場指定管理者指定申請書（様式第

５号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出することにより行わなけれ

ばならない。 

（１）指定期間に属する各年度における斎場の管理に関する事業計画書及び

収支予算書 

（２）指定申請の日の属する事業年度の前３事業年度における貸借対照表及

び損益計算書、収支計算書又はこれらに類する書類（以下この号において

「損益計算書等」という。）。ただし、成立の日の属する年度以後３事業



年度を経過していない法人その他の団体（以下「法人等」という。）にあ

っては、その成立後全ての貸借対照表及び損益計算書等並びに成立の日に

おける貸借対照表又は財産目録 

（３）定款、規約その他これらに類する書類及び成立に登記を要する法人等

にあっては、当該法人等の登記事項証明書 

（４）役員（代表者又は管理人の定めがあるものの代表者又は管理人を含

む。）の名簿 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、同項第１号に掲げ

る書類及び同項第５号に掲げる書類のうち市長が指定したものについて、申

請期間内に提出することを要しないこととすることができる。この場合にお

いて、同項の規定により指定申請をした者は、市長が定める期日までに、こ

れらの書類を市長に提出しなければならない。 

（平成１７規則９・平成２７規則１１・一部改正） 

（指定） 

第７条 市長は、条例第１２条第４項の規定により指定したときは、千葉市斎

場指定管理者指定書（様式第６号）を指定した法人等に交付する。 

２ 市長は、条例第１２条第４項に規定する法人等でないと認めて、指定管理

者として指定しないときは、千葉市斎場指定管理者不指定通知書（様式第７

号）を当該法人等に交付する。 

（告示） 

第８条 条例第１２条第５項の規定により告示する事項は、次のとおりとする。 

（１）斎場の名称 

（２）指定管理者の名称、代表者及び主たる事務所の所在地 

（３）指定管理者を指定した場合にあっては、指定期間 

（４）指定管理者の指定を取り消し、又は管理の業務の全部若しくは一部を



停止した場合にあっては、その理由 

（５）管理の業務の一部を停止した場合にあっては、当該停止した業務の範

囲 

（協定の締結） 

第９条 指定管理者は、市長と斎場の管理に関する協定を締結しなければなら

ない。 

２ 前項の協定で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）斎場の管理に関する事業計画に関する事項 

（２）斎場の施設の使用の許可に関する事項 

（３）斎場の管理に要する費用に関する事項 

（４）斎場の管理を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

（５）斎場の管理に関して保有する情報の公開に関する事項 

（６）事業報告書（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第７項に規定する事業報告書をいう。以下同じ。）その他斎場の管理に関

する業務の報告に関する事項 

（７）指定の取消し及び管理の業務の停止に関する事項 

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（平成１７規則３１・一部改正） 

（事業報告書の提出） 

第１０条 指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、事業報告書に斎場の管

理に関する収支決算書を添付して、市長に提出しなければならない。 

（平成２７規則１１・一部改正） 

（委任） 

第１１条 この規則に定めるもののほか、斎場の管理に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 



（施行期日） 

１ この規則は、条例の施行の日から施行する。ただし、第５条から第９条ま

での規定は、公布の日から施行する。 

（千葉市霊園管理規則の一部改正） 

２ 千葉市霊園管理規則（昭和３９年千葉市規則第２７号）の一部を次のよう

に改正する。 

〔次のよう〕略 

（千葉市収入証紙条例施行規則の一部改正） 

３ 千葉市収入証紙条例施行規則（昭和３９年千葉市規則第１３号）の一部を

次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成１７年３月７日規則第９号）抄 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

（１）第２１条の規定 平成１７年６月１日 

附 則（平成１７年３月３１日規則第２７号） 

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、第２８条の改正

規定は平成１７年６月１日から、第４４条の改正規定は同年１０月１６日か

ら施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された

用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第３１号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月２４日規則第７０号） 

１ この規則は、平成２１年１月１日から施行する。 



２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された

用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則（平成２２年３月３１日規則第４３号） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された

用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則（平成２７年３月２７日規則第１１号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第２６号） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された

用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号 

（平成２２規則４３・全改） 

様式第２号 

様式第３号 

（平成１７規則２７・平成２８規則２６・一部改正） 

様式第４号 

（平成２２規則４３・全改） 

様式第５号 

（平成２２規則４３・全改） 

様式第６号 

様式第７号 

（平成１７規則２７・平成２８規則２６・一部改正） 

 


